
議案第３６号

杉並区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成３０年３月１日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

杉並区職員の退職手当に関する条例（昭和５０年杉並区条例第１１号）の一部を

次のように改正する。

第５条第１項中「退職した者」の次に「（第１８条第１項各号に掲げる者を含

む。）」を加え、同項第２号中「１００分の１１５」を「１００分の１０７」に改

め、同項第３号中「１００分の１５５」を「１００分の１５３」に改め、同項第４

号中「１００分の２１０」を「１００分の２００」に改め、同項第５号中「１００

分の１４０」を「１００分の１３４」に改め、同項第６号中「１００分の１０５」

を「１００分の１０１」に改め、同条第２項中「４１．２５」を「３９．７５」に

改める。

第７条第１項第１号中「１００分の８５」を「１００分の８３」に改め、同項第

２号中「１００分の１６５」を「１００分の１５７」に改め、同項第３号中「１０

０分の１７５」を「１００分の１６８」に改め、同項第４号中「１００分の１６

０」を「１００分の１５４」に改め、同項第５号中「１００分の９０」を「１００

分の８９」に改め、同条第２項中「４９．５５」を「４７．７」に改める。

第９条の３第２項中「第１８条若しくは」を「第１８条第１項又は」に改め、

「支給を受けなかつたこと又は第２０条第２項の規定により一般の退職手当等の」

を削る。

第１１条の３第１項第１号中「４０２」を「４００」に改め、同項第２号中「３

３５」を「３００」に改め、同項第３号中「２６８」を「２１５」に改め、同項第

４号中「２０７」を「１９０」に改め、同項第５号中「１８５」を「１７０」に改

め、同項第６号中「１６８」を「１４８」に改め、同項第７号中「１４６」を

「０」に改め、同項第８号を削る。



第１２条第３項中「第１８条各号」を「第１８条第１項各号」に改める。

第１８条中「に対し、当該一般の退職手当等の全部を支給しない」を「（当該退

職をした者が死亡したときは、当該退職に係る一般の退職手当等の支払を受ける権

利を承継した者）に対し、当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、当該

退職をした者の勤務の状況、当該退職をした者が行つた非違の内容及び程度、当該

非違に至つた経緯、当該非違後における当該退職をした者の言動、当該非違が公務

の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が公務に対する信頼に及ぼす影響を勘案

して、当該一般の退職手当等の全部又は一部を支給しないこととする処分を行うこ

とができる」に改め、同条に次の２項を加える。

２ 退職手当管理機関は、前項の規定による処分を行うときは、その理由を付記し

た書面により、その旨を当該処分を受けるべき者に通知しなければならない。

３ 退職手当管理機関は、前項の規定による通知をする場合において、当該処分を

受けるべき者の所在が知れないときは、当該処分の内容を当該退職手当管理機関

に係る事務所の掲示場に掲示すること等をもつて通知に代えることができる。こ

の場合においては、その掲示した日から起算して２週間を経過した日に、通知が

当該処分を受けるべき者に到達したものとみなす。

第１９条第５項第２号及び第３号中「次条第２項」を「次条第１項」に改め、同

条第６項中「次条第３項」を「次条第２項」に改め、同条第１０項を次のように改

める。

１０ 前条第２項及び第３項の規定は、支払差止処分について準用する。

第１９条第１１項を削る。

第２０条第１項を次のように改める。

退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手当等が支払われていない

場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職に係る退職手当

管理機関は、当該退職をした者（第１号又は第２号に該当する場合において、当

該退職をした者が死亡したときは、当該一般の退職手当等の支払を受ける権利を

承継した者）に対し、第１８条第１項に規定する事情及び同項各号に規定する退

職をした場合の一般の退職手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の退職手当

等の全部又は一部を支給しないこととする処分を行うことができる。



(１) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合にあつては、

基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退職後に禁錮以上

の刑に処せられたとき。

(２) 当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員と

しての引き続いた在職期間中の行為に関し地方公務員法第２９条第３項の規定

による懲戒免職処分（以下「再任用職員に対する免職処分」という。）を受け

たとき。

(３) 当該退職手当管理機関が、当該退職をした者（再任用職員に対する免職処

分の対象となる者を除く。）について、当該退職後に当該一般の退職手当等の

額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を

受けるべき行為をしたと認めたとき。

第２０条第２項を削り、同条第３項中「前項第２号」を「前項第３号」に、「同

項」を「第１８条第１項」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項を削り、同

条第５項中「第２項第２号又は第３項」を「第１項第３号又は前項」に改め、同項

を同条第３項とし、同条第６項を同条第４項とし、同条第７項中「前条第１０項及

び第１１項」を「第１８条第２項及び第３項」に、「第２項及び第３項」を「第１

項及び第２項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第８項中「第２項又は第３

項」を「第１項又は第２項」に改め、同項を同条第６項とする。

第２１条第１項中「前条第２項」を「第１８条第１項」に改め、同条第６項中

「第１９条第１０項」を「第１８条第２項」に改める。

第２２条第１項中「第２０条第２項」を「第１８条第１項」に改め、同条第２項

中「第１９条第１０項」を「第１８条第２項」に改める。

第２３条第６項中「第２０条第２項」を「第１８条第１項」に改め、同条第７項

中「第１９条第１０項」を「第１８条第２項」に改める。

第２４条第２項中「第２０条第２項第２号若しくは第３項」を「第２０条第１項

第３号若しくは第２項」に改め、同条第３項中「第２０条第３項」を「第２０条第

２項」に改める。

附則第１９項中「平成２５年４月１日以後」を「平成３０年４月１日以後」に、

「第１１条の３第１項第８号」を「第１１条の３第１項第７号」に、「次の各号に



掲げる退職の日が属する期間に応じ当該各号に定める」を「６８の」に改め、「そ

れぞれ」を削り、各号を削り、附則第２０項中「次の各号に掲げる退職の日が属す

る期間に応じ当該各号に定める」を「２２の」に改め、「それぞれ」を削り、各号

を削る。

附 則

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区職員の退職手当に関する条例の規定は、この条

例の施行の日以後の退職に係る退職手当について適用し、同日前の退職に係る退

職手当については、なお従前の例による。

（提案理由）

退職手当の基本額に係る支給割合を改定する等の必要がある。
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杉並区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（普通退職の場合の退職手当の基本額） （普通退職の場合の退職手当の基本額）

第５条 第７条第１項、第８条第１項又 第５条 第７条第１項、第８条第１項又

は第１０条の規定に該当する場合を除 は第１０条の規定に該当する場合を除

くほか、退職した者（第１８条第１項 くほか、退職した者

各号に掲げる者を含む。）に対して支 に対して支

給する退職手当の基本額は、退職の日 給する退職手当の基本額は、退職の日

におけるその者の給料月額（給与条例 におけるその者の給料月額（給与条例

第９条及び学校教育職員給与条例第１ 第９条及び学校教育職員給与条例第１

２条の規定に基づく給料の調整額（以 ２条の規定に基づく給料の調整額（以

下「給料の調整額」という。）を除 下「給料の調整額」という。）を除

く。以下「退職日給料月額」とい く。以下「退職日給料月額」とい

う。）に、その者の勤続期間を次の各 う。）に、その者の勤続期間を次の各

号に区分して、当該各号に掲げる割合 号に区分して、当該各号に掲げる割合

を乗じて得た額の合計額とする。 を乗じて得た額の合計額とする。

(１) 略 (１) 略

(２) １１年以上１５年以下の期間に (２) １１年以上１５年以下の期間に

ついては、１年につき１００分の１ ついては、１年につき１００分の１

０７ １５

(３) １６年以上２０年以下の期間に (３) １６年以上２０年以下の期間に

ついては、１年につき１００分の１ ついては、１年につき１００分の１

５３ ５５

(４) ２１年以上２５年以下の期間に (４) ２１年以上２５年以下の期間に

ついては、１年につき１００分の２ ついては、１年につき１００分の２

００ １０

(５) ２６年以上３０年以下の期間に (５) ２６年以上３０年以下の期間に

資 料 １
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ついては、１年につき１００分の１ ついては、１年につき１００分の１

３４ ４０

(６) ３１年以上の期間については、 (６) ３１年以上の期間については、

１年につき１００分の１０１ １年につき１００分の１０５

２ 前項の規定により計算した金額が、 ２ 前項の規定により計算した金額が、

退職日給料月額に３９．７５を乗じて 退職日給料月額に４１．２５を乗じて

得た額を超える場合は、同項の規定に 得た額を超える場合は、同項の規定に

かかわらず、その乗じて得た額をもつ かかわらず、その乗じて得た額をもつ

てその者に対して支給する退職手当の てその者に対して支給する退職手当の

基本額とする。 基本額とする。

（定年退職等の場合の退職手当の基本 （定年退職等の場合の退職手当の基本

額） 額）

第７条 定年に達したことにより退職し 第７条 定年に達したことにより退職し

た者（定年に達した者で、杉並区職員 た者（定年に達した者で、杉並区職員

の定年等に関する条例（昭和５９年杉 の定年等に関する条例（昭和５９年杉

並区条例第４号）第４条の規定により 並区条例第４号）第４条の規定により

引き続き勤務した後退職した者を含 引き続き勤務した後退職した者を含

む。）、その者の非違によることなく む。）、その者の非違によることなく

勧奨を受けて退職した者で規則で定め 勧奨を受けて退職した者で規則で定め

るもの、規則で定める傷病により退職 るもの、規則で定める傷病により退職

した者、通勤による災害により退職し した者、通勤による災害により退職し

た者又は死亡により退職した者に対し た者又は死亡により退職した者に対し

て支給する退職手当の基本額は、退職 て支給する退職手当の基本額は、退職

日給料月額に、その者の勤続期間を次 日給料月額に、その者の勤続期間を次

の各号に区分して、当該各号に掲げる の各号に区分して、当該各号に掲げる

割合を乗じて得た額の合計額とする。 割合を乗じて得た額の合計額とする。

(１) １年以上１０年以下の期間につ (１) １年以上１０年以下の期間につ

いては、１年につき１００分の８３ いては、１年につき１００分の８５

(２) １１年以上１５年以下の期間に (２) １１年以上１５年以下の期間に
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資 料 １

ついては、１年につき１００分の１ ついては、１年につき１００分の１

５７ ６５

(３) １６年以上２５年以下の期間に (３) １６年以上２５年以下の期間に

ついては、１年につき１００分の１ ついては、１年につき１００分の１

６８ ７５

(４) ２６年以上３４年以下の期間に (４) ２６年以上３４年以下の期間に

ついては、１年につき１００分の１ ついては、１年につき１００分の１

５４ ６０

(５) ３５年以上の期間については、 (５) ３５年以上の期間については、

１年につき１００分の８９ １年につき１００分の９０

２ 前項の規定により計算した金額が、 ２ 前項の規定により計算した金額が、

退職日給料月額に４７．７ を乗じて 退職日給料月額に４９．５５を乗じて

得た額を超える場合は、同項の規定に 得た額を超える場合は、同項の規定に

かかわらず、その乗じて得た額をもつ かかわらず、その乗じて得た額をもつ

てその者に対して支給する退職手当の てその者に対して支給する退職手当の

基本額とする。 基本額とする。

（給料月額の減額改定以外の理由により （給料月額の減額改定以外の理由により

給料月額が減額されたことがある場合の 給料月額が減額されたことがある場合の

退職手当の基本額に係る特例） 退職手当の基本額に係る特例）

第９条の３ 略 第９条の３ 略

２ 前項の基礎在職期間とは、その者に ２ 前項の基礎在職期間とは、その者に

係る退職（この条例その他の条例の規 係る退職（この条例その他の条例の規

定により、この条例の規定による退職 定により、この条例の規定による退職

手当を支給しないこととしている退職 手当を支給しないこととしている退職

を除く。）の日以前の期間のうち、次 を除く。）の日以前の期間のうち、次

に掲げる在職期間に該当するもの（当 に掲げる在職期間に該当するもの（当

該期間中にこの条例の規定による退職 該期間中にこの条例の規定による退職

手当の支給を受けたこと又は第１２条 手当の支給を受けたこと又は第１２条

第５項に規定する都職員等として退職 第５項に規定する都職員等として退職
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したことにより退職手当（これに相当 したことにより退職手当（これに相当

する給与を含む。）の支給を受けたこ する給与を含む。）の支給を受けたこ

とがある場合におけるこれらの退職手 とがある場合におけるこれらの退職手

当に係る退職の日以前の期間及び第１ 当に係る退職の日以前の期間及び第１

８条第１項又は第２０条第１項の規定 ８条若しくは 第２０条第１項の規定

により一般の退職手当等（一般の退職 により一般の退職手当等（一般の退職

手当及び第１４条の規定による退職手 手当及び第１４条の規定による退職手

当をいう。以下同じ。）の 当をいう。以下同じ。）の支給を受け

なかつたこと又は第２０条第２項の規

全部を支 定により一般の退職手当等の全部を支

給しないこととする処分を受けたこと 給しないこととする処分を受けたこと

により一般の退職手当等の支給を受け により一般の退職手当等の支給を受け

なかつたことがある場合における当該 なかつたことがある場合における当該

一般の退職手当等に係る退職の日以前 一般の退職手当等に係る退職の日以前

の期間（これらの退職の日に職員又は の期間（これらの退職の日に職員又は

第１２条第５項に規定する都職員等と 第１２条第５項に規定する都職員等と

なつたときは、当該退職の日前の期 なつたときは、当該退職の日前の期

間）を除く。）をいう。 間）を除く。）をいう。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額）

第１１条の３ 退職した者に対する退職 第１１条の３ 退職した者に対する退職

手当の調整額は、その者の評価期間の 手当の調整額は、その者の評価期間の

初日の属する年度からその者の評価期 初日の属する年度からその者の評価期

間の末日の属する年度までの各年度ご 間の末日の属する年度までの各年度ご

とに当該各年度にその者が属していた とに当該各年度にその者が属していた

次の各号に掲げる職員の区分に応じ当 次の各号に掲げる職員の区分に応じ当

該各号に定める点数（以下「ポイン 該各号に定める点数（以下「ポイン

ト」という。）を合計した点数に、第 ト」という。）を合計した点数に、第

６項に定める退職手当の調整額の単価 ６項に定める退職手当の調整額の単価
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資 料 １

を乗じて得た額とする。 を乗じて得た額とする。

(１) 第１号区分 ４００ (１) 第１号区分 ４０２

(２) 第２号区分 ３００ (２) 第２号区分 ３３５

(３) 第３号区分 ２１５ (３) 第３号区分 ２６８

(４) 第４号区分 １９０ (４) 第４号区分 ２０７

(５) 第５号区分 １７０ (５) 第５号区分 １８５

(６) 第６号区分 １４８ (６) 第６号区分 １６８

(７) 第７号区分 ０ (７) 第７号区分 １４６

(８) 第８号区分 ０

２～７ 略 ２～７ 略

（勤続期間の計算） （勤続期間の計算）

第１２条 略 第１２条 略

２ 略 ２ 略

３ 職員が退職した場合（第１８条第１ ３ 職員が退職した場合（第１８条各号

項各号のいずれかに該当する場合を除 のいずれかに該当する場合を除

く。）において、その者が退職の日又 く。）において、その者が退職の日又

はその翌日に再び職員となつたとき はその翌日に再び職員となつたとき

は、前２項の規定による在職期間の計 は、前２項の規定による在職期間の計

算については、引き続いて在職したも 算については、引き続いて在職したも

のとみなす。 のとみなす。

４～８ 略 ４～８ 略

（懲戒免職等処分を受けた場合等の退職 （懲戒免職等処分を受けた場合等の退職

手当の支給制限） 手当の支給制限）

第１８条 退職をした者が次の各号のい 第１８条 退職をした者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該退職に ずれかに該当するときは、当該退職に

係る退職手当管理機関は、当該退職を 係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者（当該退職をした者が死亡した した者に対し、当該一般の退職手当等

ときは、当該退職に係る一般の退職手 の全部を支給しない

当等の支払を受ける権利を承継した
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者）に対し、当該退職をした者が占め

ていた職の職務及び責任、当該退職を

した者の勤務の状況、当該退職をした

者が行つた非違の内容及び程度、当該

非違に至つた経緯、当該非違後におけ

る当該退職をした者の言動、当該非違

が公務の遂行に及ぼす支障の程度並び

に当該非違が公務に対する信頼に及ぼ

す影響を勘案して、当該一般の退職手

当等の全部又は一部を支給しないこと

とする処分を行うことができる。 。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

２ 退職手当管理機関は、前項の規定に

よる処分を行うときは、その理由を付

記した書面により、その旨を当該処分

を受けるべき者に通知しなければなら

ない。

３ 退職手当管理機関は、前項の規定に

よる通知をする場合において、当該処

分を受けるべき者の所在が知れないと

きは、当該処分の内容を当該退職手当

管理機関に係る事務所の掲示場に掲示

すること等をもつて通知に代えること

ができる。この場合においては、その

掲示した日から起算して２週間を経過

した日に、通知が当該処分を受けるべ

き者に到達したものとみなす。

（退職手当の支払の差止め） （退職手当の支払の差止め）

第１９条 略 第１９条 略
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資 料 １

２～４ 略 ２～４ 略

５ 第１項又は第２項の規定による支払 ５ 第１項又は第２項の規定による支払

差止処分を行つた退職手当管理機関 差止処分を行つた退職手当管理機関

は、次の各号のいずれかに該当するに は、次の各号のいずれかに該当するに

至つた場合には、速やかに当該支払差 至つた場合には、速やかに当該支払差

止処分を取り消さなければならない。 止処分を取り消さなければならない。

ただし、第３号に該当する場合におい ただし、第３号に該当する場合におい

て、当該支払差止処分を受けた者がそ て、当該支払差止処分を受けた者がそ

の者の基礎在職期間中の行為に係る刑 の者の基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し現に逮捕されているとき 事事件に関し現に逮捕されているとき

その他これを取り消すことが支払差止 その他これを取り消すことが支払差止

処分の目的に明らかに反すると認める 処分の目的に明らかに反すると認める

ときは、この限りでない。 ときは、この限りでない。

(１) 略 (１) 略

(２) 当該支払差止処分を受けた者に (２) 当該支払差止処分を受けた者に

ついて、当該支払差止処分の理由と ついて、当該支払差止処分の理由と

なつた起訴又は行為に係る刑事事件 なつた起訴又は行為に係る刑事事件

につき、判決が確定した場合（禁錮 につき、判決が確定した場合（禁錮

以上の刑に処せられた場合及び無罪 以上の刑に処せられた場合及び無罪

の判決が確定した場合を除く。）又 の判決が確定した場合を除く。）又

は公訴を提起しない処分があつた場 は公訴を提起しない処分があつた場

合であつて、次条第１項の規定によ 合であつて、次条第２項の規定によ

る処分を受けることなく、当該判決 る処分を受けることなく、当該判決

が確定した日又は当該公訴を提起し が確定した日又は当該公訴を提起し

ない処分があつた日から６月を経過 ない処分があつた日から６月を経過

した場合 した場合

(３) 当該支払差止処分を受けた者に (３) 当該支払差止処分を受けた者に

ついて、その者の基礎在職期間中の ついて、その者の基礎在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し起訴をさ 行為に係る刑事事件に関し起訴をさ
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れることなく、かつ、次条第１項の れることなく、かつ、次条第２項の

規定による処分を受けることなく、 規定による処分を受けることなく、

当該支払差止処分を受けた日から１ 当該支払差止処分を受けた日から１

年を経過した場合 年を経過した場合

６ 第３項の規定による支払差止処分を ６ 第３項の規定による支払差止処分を

行つた退職手当管理機関は、当該支払 行つた退職手当管理機関は、当該支払

差止処分を受けた者が次条第２項の規 差止処分を受けた者が次条第３項の規

定による処分を受けることなく当該支 定による処分を受けることなく当該支

払差止処分を受けた日から１年を経過 払差止処分を受けた日から１年を経過

した場合には、速やかに当該支払差止 した場合には、速やかに当該支払差止

処分を取り消さなければならない。 処分を取り消さなければならない。

７～９ 略 ７～９ 略

１０ 前条第２項及び第３項の規定は、 １０ 退職手当管理機関は、支払差止処

支払差止処分について準用する。 分を行うときは、その理由を付記した

書面により、その旨を当該支払差止処

分を受けるべき者に通知しなければな

らない。

１１ 退職手当管理機関は、前項の規定

による通知をする場合において、当該

支払差止処分を受けるべき者の所在が

知れないときは、当該支払差止処分の

内容を当該退職手当管理機関に係る事

務所の掲示場に掲示すること等をもつ

て通知に代えることができる。この場

合においては、その掲示した日から起

算して２週間を経過した日に、通知が

当該支払差止処分を受けるべき者に到

達したものとみなす。

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合 （退職後禁錮以上の刑に処せられた場合
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資 料 １

等の退職手当の支給制限） 等の退職手当の支給制限）

第２０条 退職をした者に対しまだ当該 第２０条 退職をした者に対しまだ当該

退職に係る一般の退職手当等が支払わ 退職に係る一般の退職手当等が支払わ

れていない場合において、次の各号の れていない場合において、当該退職を

いずれかに該当するときは、当該退職 した者が刑事事件（当該退職後に起訴

に係る退職手当管理機関は、当該退職 をされた場合にあつては、基礎在職期

をした者（第１号又は第２号に該当す 間中の行為に係る刑事事件に限る。）

る場合において、当該退職をした者が に関し当該退職後に禁錮以上の刑に処

死亡したときは、当該一般の退職手当 せられたときは、当該退職に係る退職

等の支払を受ける権利を承継した者） 手当管理機関は、当該退職をした者

に対し、第１８条第１項に規定する事 （当該退職をした者が死亡したとき

情及び同項各号に規定する退職をした は、当該一般の退職手当等の支払を受

場合の一般の退職手当等の額との権衡 ける権利を承継した者）に対し、当該

を勘案して、当該一般の退職手当等の 一般の退職手当等の全部を支給しな

全部又は一部を支給しないこととする い。

処分を行うことができる。

(１) 当該退職をした者が刑事事件

（当該退職後に起訴をされた場合に

あつては、基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に限る。）に関し当該

退職後に禁錮以上の刑に処せられた

とき。

(２) 当該退職をした者が当該一般の

退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中

の行為に関し地方公務員法第２９条

第３項の規定による懲戒免職処分

（以下「再任用職員に対する免職処

分」という。）を受けたとき。
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(３) 当該退職手当管理機関が、当該

退職をした者（再任用職員に対する

免職処分の対象となる者を除く。）

について、当該退職後に当該一般の

退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中

に懲戒免職等処分を受けるべき行為

をしたと認めたとき。

２ 退職をした者に対しまだ当該退職に

係る一般の退職手当等が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれ

かに該当するときは、当該退職に係る

退職手当管理機関は、当該退職をした

者（第１号に該当する場合において、

当該退職をした者が死亡したときは、

当該一般の退職手当等の支払を受ける

権利を承継した者）に対し、当該退職

をした者が占めていた職の職務及び責

任、当該退職をした者の勤務の状況、

当該退職をした者が行つた非違の内容

及び程度、当該非違に至つた経緯、当

該非違後における当該退職をした者の

言動、当該非違が公務の遂行に及ぼす

支障の程度並びに当該非違が公務に対

する信頼に及ぼす影響を勘案して、当

該一般の退職手当等の全部又は一部を

支給しないこととする処分を行うこと

ができる。

(１) 当該退職をした者が当該一般の
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退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中

の行為に関し地方公務員法第２９条

第３項の規定による懲戒免職処分

（以下「再任用職員に対する免職処

分」という。）を受けたとき。

(２) 当該退職手当管理機関が、当該

退職をした者（再任用職員に対する

免職処分の対象となる者を除く。）

について、当該退職後に当該一般の

退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中

に懲戒免職等処分を受けるべき行為

をしたと認めたとき。

２ 死亡による退職をした者の遺族（退 ３ 死亡による退職をした者の遺族（退

職をした者（死亡による退職の場合に 職をした者（死亡による退職の場合に

は、その遺族）が当該退職に係る一般 は、その遺族）が当該退職に係る一般

の退職手当等の支払を受ける前に死亡 の退職手当等の支払を受ける前に死亡

したことにより当該一般の退職手当等 したことにより当該一般の退職手当等

の支払を受ける権利を承継した者を含 の支払を受ける権利を承継した者を含

む。以下この項において同じ。）に対 む。以下この項において同じ。）に対

しまだ当該一般の退職手当等が支払わ しまだ当該一般の退職手当等が支払わ

れていない場合において、前項第３号 れていない場合において、前項第２号

に該当するときは、当該退職に係る退 に該当するときは、当該退職に係る退

職手当管理機関は、当該遺族に対し、 職手当管理機関は、当該遺族に対し、

第１８条第１項に規定する事情を勘案 同項 に規定する事情を勘案

して、当該一般の退職手当等の全部又 して、当該一般の退職手当等の全部又

は一部を支給しないこととする処分を は一部を支給しないこととする処分を

行うことができる。 行うことができる。
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４ 第２項の規定により当該一般の退職

手当等の一部を支給しないこととする

処分を行うときは、一般の退職手当等

のうち、一般の退職手当に相当する部

分は、第５条の規定により計算した額

を基準として算定する。

３ 退職手当管理機関は、第１項第３号 ５ 退職手当管理機関は、第２項第２号

又は前項 の規定による処分を行おう 又は第３項の規定による処分を行おう

とするときは、当該処分を受けるべき とするときは、当該処分を受けるべき

者の意見を聴取しなければならない。 者の意見を聴取しなければならない。

４ 略 ６ 略

５ 第１８条第２項及び第３項の規定 ７ 前条第１０項及び第１１項の規定

は、第１項及び第２項の規定による処 は、第２項及び第３項の規定による処

分について準用する。 分について準用する。

６ 支払差止処分に係る一般の退職手当 ８ 支払差止処分に係る一般の退職手当

等に関し第１項又は第２項の規定によ 等に関し第２項又は第３項の規定によ

り当該一般の退職手当等の一部を支給 り当該一般の退職手当等の一部を支給

しないこととする処分が行われたとき しないこととする処分が行われたとき

は、当該支払差止処分は、取り消され は、当該支払差止処分は、取り消され

たものとみなす。 たものとみなす。

（退職をした者の退職手当の返納） （退職をした者の退職手当の返納）

第２１条 退職をした者に対し当該退職 第２１条 退職をした者に対し当該退職

に係る一般の退職手当等が支払われた に係る一般の退職手当等が支払われた

後において、次の各号のいずれかに該 後において、次の各号のいずれかに該

当するときは、当該退職に係る退職手 当するときは、当該退職に係る退職手

当管理機関は、当該退職をした者に対 当管理機関は、当該退職をした者に対

し、第１８条第１項に規定する事情の し、前条第２項 に規定する事情の

ほか、当該退職をした者の生計の状況 ほか、当該退職をした者の生計の状況

を勘案して、当該一般の退職手当等の を勘案して、当該一般の退職手当等の
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額（当該退職をした者が当該一般の退 額（当該退職をした者が当該一般の退

職手当等の支給を受けていなければ第 職手当等の支給を受けていなければ第

１５条第３項又は第６項の規定による １５条第３項又は第６項の規定による

退職手当の支給を受けることができた 退職手当の支給を受けることができた

者（次条及び第２３条において「失業 者（次条及び第２３条において「失業

手当受給可能者」という。）であつた 手当受給可能者」という。）であつた

場合にあつては、これらの規定により 場合にあつては、これらの規定により

算出される金額（次条及び第２３条に 算出される金額（次条及び第２３条に

おいて「失業者退職手当額」とい おいて「失業者退職手当額」とい

う。）を除く。）の全部又は一部の返 う。）を除く。）の全部又は一部の返

納を命ずる処分を行うことができる。 納を命ずる処分を行うことができる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

２～５ 略 ２～５ 略

６ 第１８条第２項 の規定は、第１項 ６ 第１９条第１０項の規定は、第１項

の規定による処分について準用する。 の規定による処分について準用する。

（遺族の退職手当の返納） （遺族の退職手当の返納）

第２２条 死亡による退職をした者の遺 第２２条 死亡による退職をした者の遺

族（退職をした者（死亡による退職の 族（退職をした者（死亡による退職の

場合には、その遺族）が当該退職に係 場合には、その遺族）が当該退職に係

る一般の退職手当等の支払を受ける前 る一般の退職手当等の支払を受ける前

に死亡したことにより当該一般の退職 に死亡したことにより当該一般の退職

手当等の支払を受ける権利を承継した 手当等の支払を受ける権利を承継した

者を含む。以下この項において同 者を含む。以下この項において同

じ。）に対し当該一般の退職手当等が じ。）に対し当該一般の退職手当等が

支払われた後において、前条第１項第 支払われた後において、前条第１項第

３号に該当するときは、当該退職に係 ３号に該当するときは、当該退職に係

る退職手当管理機関は、当該遺族に対 る退職手当管理機関は、当該遺族に対

し、当該退職の日から１年以内に限 し、当該退職の日から１年以内に限

り、第１８条第１項に規定する事情の り、第２０条第２項に規定する事情の
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ほか、当該遺族の生計の状況を勘案し ほか、当該遺族の生計の状況を勘案し

て、当該一般の退職手当等の額（当該 て、当該一般の退職手当等の額（当該

退職をした者が失業手当受給可能者で 退職をした者が失業手当受給可能者で

あつた場合にあつては、失業者退職手 あつた場合にあつては、失業者退職手

当額を除く。）の全部又は一部の返納 当額を除く。）の全部又は一部の返納

を命ずる処分を行うことができる。 を命ずる処分を行うことができる。

２ 第１８条第２項 並びに前条第２項 ２ 第１９条第１０項並びに前条第２項

及び第４項の規定は、前項の規定によ 及び第４項の規定は、前項の規定によ

る処分について準用する。 る処分について準用する。

３ 略 ３ 略

（退職手当受給者の相続人からの退職手 （退職手当受給者の相続人からの退職手

当相当額の納付） 当相当額の納付）

第２３条 略 第２３条 略

２～５ 略 ２～５ 略

６ 前各項の規定による処分に基づき納 ６ 前各項の規定による処分に基づき納

付する金額は、第１８条第１項に規定 付する金額は、第２０条第２項に規定

する事情のほか、当該退職手当の受給 する事情のほか、当該退職手当の受給

者の相続財産の額、当該退職手当の受 者の相続財産の額、当該退職手当の受

給者の相続財産の額のうち前各項の規 給者の相続財産の額のうち前各項の規

定による処分を受けるべき者が相続又 定による処分を受けるべき者が相続又

は遺贈により取得をした又は取得をす は遺贈により取得をした又は取得をす

る見込みである財産の額、当該退職手 る見込みである財産の額、当該退職手

当の受給者の相続人の生計の状況及び 当の受給者の相続人の生計の状況及び

当該一般の退職手当等に係る租税の額 当該一般の退職手当等に係る租税の額

を勘案して、定めるものとする。この を勘案して、定めるものとする。この

場合において、当該相続人が２人以上 場合において、当該相続人が２人以上

あるときは、各相続人が納付する金額 あるときは、各相続人が納付する金額

の合計額は、当該一般の退職手当等の の合計額は、当該一般の退職手当等の

額を超えることとなつてはならない。 額を超えることとなつてはならない。
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資 料 １

７ 第１８条第２項 並びに第２１条第 ７ 第１９条第１０項並びに第２１条第

２項及び第４項の規定は、第１項から ２項及び第４項の規定は、第１項から

第５項までの規定による処分について 第５項までの規定による処分について

準用する。 準用する。

８ 略 ８ 略

（人事委員会による調査審議） （人事委員会による調査審議）

第２４条 略 第２４条 略

２ 退職手当管理機関は、第２０条第１ ２ 退職手当管理機関は、第２０条第２

項第３号若しくは第２項、第２１条第 項第２号若しくは第３項、第２１条第

１項、第２２条第１項又は前条第１項 １項、第２２条第１項又は前条第１項

から第５項までの規定による処分（以 から第５項までの規定による処分（以

下この条において「退職手当の支給制 下この条において「退職手当の支給制

限等の処分」という。）を行おうとす 限等の処分」という。）を行おうとす

るときは、人事委員会に諮問しなけれ るときは、人事委員会に諮問しなけれ

ばならない。 ばならない。

３ 人事委員会は、第２０条第２項、第 ３ 人事委員会は、第２０条第３項、第

２２条第１項又は前条第１項から第５ ２２条第１項又は前条第１項から第５

項までの規定による処分を受けるべき 項までの規定による処分を受けるべき

者から申立てがあつた場合には、当該 者から申立てがあつた場合には、当該

処分を受けるべき者に口頭で意見を述 処分を受けるべき者に口頭で意見を述

べる機会を与えなければならない。 べる機会を与えなければならない。

４～６ 略 ４～６ 略

附 則 附 則

１～１８ 略 １～１８ 略

１９ 平成３０年４月１日以後に退職 １９ 平成２５年４月１日以後に退職

（第５条第１項の規定に該当する場合 （第５条第１項の規定に該当する場合

を除く。）する者がその者の評価期間 を除く。）する者がその者の評価期間

のうち平成１９年度以前において給与 のうち平成１９年度以前において給与

条例第５条第１項第１号に規定する行 条例第５条第１項第１号に規定する行
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政職給料表（二）（以下「行政職給料 政職給料表（二）（以下「行政職給料

表（二）」という。）の適用を受け、 表（二）」という。）の適用を受け、

かつ、第１１条の３第１項第７号に掲 かつ、第１１条の３第１項第８号に掲

げる区分に該当する期間（以下「対象 げる区分に該当する期間（以下「対象

期間」という。）を有する場合は、対 期間」という。）を有する場合は、対

象期間１年度につき、６８の 象期間１年度につき、次の各号に掲げ

る退職の日が属する期間に応じ当該各

点数（当該対象期間中に第 号に定める点数（当該対象期間中に第

１１条の３第４項に規定する休職月等 １１条の３第４項に規定する休職月等

がある場合及び規則で定める事由があ がある場合及び規則で定める事由があ

る場合にあつては、規則で定めるとこ る場合にあつては、規則で定めるとこ

ろにより必要な調整を行つた点数）を ろにより必要な調整を行つた点数）を

合計した数に単価を乗じて得 それぞれ合計した数に単価を乗じて得

た額をその者の退職手当の調整額に加 た額をその者の退職手当の調整額に加

算する。 算する。

(１) 平成２５年４月１日から平成２

６年３月３１日までの間 ２０

(２) 平成２６年４月１日から平成２

７年３月３１日までの間 ４０

(３) 平成２７年４月１日以後の期間

６８

２０ 前項の場合において、その者が対 ２０ 前項の場合において、その者が対

象期間中に行政職給料表（二）の職務 象期間中に行政職給料表（二）の職務

の級が２級（平成１７年３月３１日以 の級が２級（平成１７年３月３１日以

前の期間にあつては、３級）以上であ 前の期間にあつては、３級）以上であ

つた期間（その者が都職員等として引 つた期間（その者が都職員等として引

き続いた在職期間を有する場合にあつ き続いた在職期間を有する場合にあつ

ては、当該期間においてその者がこれ ては、当該期間においてその者がこれ

らに相当する職務の級以上であつた期 らに相当する職務の級以上であつた期
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資 料 １

間）を有するときは、対象期間１年度 間）を有するときは、対象期間１年度

につき、２２の につき、次の各号に掲げる退職の日が

点 属する期間に応じ当該各号に定める点

数（当該対象期間中に第１１条の３第 数（当該対象期間中に第１１条の３第

４項に規定する休職月等がある場合及 ４項に規定する休職月等がある場合及

び規則で定める事由がある場合にあつ び規則で定める事由がある場合にあつ

ては、規則で定めるところにより必要 ては、規則で定めるところにより必要

な調整を行つた点数）を 合計 な調整を行つた点数）をそれぞれ合計

した数に単価を乗じて得た額を前項の した数に単価を乗じて得た額を前項の

規定により退職手当の調整額に加算す 規定により退職手当の調整額に加算す

る額に加算する。 る額に加算する。

(１) 平成２５年４月１日から平成２

６年３月３１日までの間 ６．７

(２) 平成２６年４月１日から平成２

７年３月３１日までの間 １３．４

(３) 平成２７年４月１日以後の期間

２２

２１ 略 ２１ 略
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資 料 ２ 

退職手当制度改正の概要 

杉並区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

項目 改 正 内 容 

退職手当の基

本額に係る支

給割合の改定 

 

退職手当の基本額について、裏面（支給率表）のとおり、勤続期間ごとに適用

される支給割合を改定し、最高支給率を、定年退職等については 47.7 月とし、普

通退職については 39.75 月とする。 

退職手当の調 

整額に係るポ

イントの改定

等 

 

退職手当の調整額について、区分を見直すとともに、ポイントを改定する。 

※１ポイント＝1,000 円 

 

現 

行 

区 分 １号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 ８号 

ポイント 402 335 268 207 185 168 146 0 

改 

正 

区 分 １号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 

ポイント 400 300 215 190 170 148 0 

支給制限処分

の見直し 

 

懲戒免職処分等に係る退職手当について、全額不支給を原則としつつ、非違の

内容や程度等を勘案し、一部を不支給とすることができるものとする。 

 

 

施 行 期 日 

 

平成３０年４月１日 

 

 



支給率
(月数)

支給割合
支給率
(月数)

支給割合
支給率
(月数)

支給割合
支給率
(月数)

支給割合

1年 0.85 0.83 1年 0.50 0.50

2年 1.70 1.66 2年 1.00 1.00

3年 2.55 2.49 3年 1.50 1.50

4年 3.40 3.32 4年 2.00 2.00

5年 4.25 4.15 5年 2.50 2.50

6年 5.10 4.98 6年 3.00 3.00

7年 5.95 5.81 7年 3.50 3.50

8年 6.80 6.64 8年 4.00 4.00

9年 7.65 7.47 9年 4.50 4.50

10年 8.50 8.30 10年 5.00 5.00

11年 10.15 9.87 11年 6.15 6.07

12年 11.80 11.44 12年 7.30 7.14

13年 13.45 13.01 13年 8.45 8.21

14年 15.10 14.58 14年 9.60 9.28

15年 16.75 16.15 15年 10.75 10.35

16年 18.50 17.83 16年 12.30 11.88

17年 20.25 19.51 17年 13.85 13.41

18年 22.00 21.19 18年 15.40 14.94

19年 23.75 22.87 19年 16.95 16.47

20年 25.50 24.55 20年 18.50 18.00

21年 27.25 26.23 21年 20.60 20.00

22年 29.00 27.91 22年 22.70 22.00

23年 30.75 29.59 23年 24.80 24.00

24年 32.50 31.27 24年 26.90 26.00

25年 34.25 32.95 25年 29.00 28.00

26年 35.85 34.49 26年 30.40 29.34

27年 37.45 36.03 27年 31.80 30.68

28年 39.05 37.57 28年 33.20 32.02

29年 40.65 39.11 29年 34.60 33.36

30年 42.25 40.65 30年 36.00 34.70

31年 43.85 42.19 31年 37.05 35.71

32年 45.45 43.73 32年 38.10 36.72

33年 47.05 45.27 33年 39.15 37.73

34年 48.65 46.81 34年 40.20 38.74

35年 49.55 90/100 47.70 89/100 35年 41.25 39.75

注 は、支給率の上限であることを表す。

83/100

現　　行
勤続
期間

現　　行

134/100

勤続
期間

改　　正

168/100

154/100

200/100

（定年退職等）

101/100

157/100165/100

85/100

改　　正

50/100 50/100

115/100 107/100

（普通退職）

支　給　率　表

175/100

160/100

155/100

210/100

140/100

105/100

153/100
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